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研究成果の概要（和文）：　
2050年までの日本の環境負荷削減可能性を定量的に評価するために社会、経済、生活、国土利用等の姿を定量的に表記
する作業を行った。持続可能性の視点から県別人口と地方人口維持、食糧需給、農作物と飼料の国内生産、農地利用と
くとうもろこし輸入削減について考察した。社会資本としての都市、建築について不動産制度、関連税制を含め根本的
に再考した。環境優良木造住宅整備とその国産木材需要を通じた林業復興と人口林の法正林化、それによる国土保全の
ような総合的な持続可能社会への移行についても論じた。長期的に真の持続可能社会を実現するため主として太陽エネ
ルギーに依存する“Sunstainable”の概念を提示した。

研究成果の概要（英文）：For the basis of quantitative evaluation on environmental load and its reduction, 
we analyzed indices of population, social, economic structure and life style or land use to 2050. In 
terms of population decreasing, demographic trend by prefecture is projected, and political options to 
maintain regional population are proposed. In terms of domestic food demand and agricultural production, 
consumptions of food per capita and feed grains for livestock, planted acreage and area of farming land 
are analyzed. In terms of buildings and urban infrastructures as social capital, comprehensive 
reconsiderations are carried out from several aspects including urban structure design, LCA of materials, 
taxation, dealing, lease systems and so on. An supply chain of domestic wood products for a low 
environmental load housing is proposed to move to sustainable society, which gives enough income to 
forestry businesses and consequently contribute to normalize artificial forestry and resilient land use .

研究分野： 環境政策

キーワード： 持続可能　気候変動　温室効果ガス　経済社会システム　環境と社会　エネルギー需給　エネルギー政
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様 式 Ｆ－１９ 

１．研究開始当初の背景 

先行研究、基盤研究(B)  ＨＬＣＥ評価によ
る２０５０年温室効果ガス８０％削減シナ
リオ分析に関する研究,2010～2013 年度にお
いて定量推計の基礎となる社会経済シナリ
オ設定が必要になり、とくに現行社会経済社
会の市場経済企業主導社会の単純延長上で
は検討できないため、社会経済の仕組みを根
本的に再検討するこの研究費を申請した。 

 

２．研究の目的 

 2050 年に日本の温室効果ガス排出量を実
質ゼロにする長期排出削減シナリオの定量
評価の基礎としてエネルギー需要量を推計
するが、その基礎として生活、生産、の諸物
資需要量を推計し、それが社会経済、国土利
用のあり方を改変した場合にどうなるかを
定量推計することが目的である。その社会経
済の仕組みの変革についてそれを推進する
制度面、誘導政策、概念変革等についての定
性的な検討も行う。 

 

３．研究の方法 

 これまでの社会経済指標の長期的な経年
動向の実績を定量的に分析し、例えば人口減
少と少子高齢化等、影響が大きい基礎要因に
ついて詳細に分析し、仮説の元での将来推計
を試算する。諸物資の必要需要量については
例えば食糧について生産、消費実績を 1 人１
年間当に換算し、作付面積と単位面積収量か
ら耕地面積と関連付ける。建築物については
とくに住宅について詳細に検討し環境優良
長寿命国産材木造住宅の LCA 評価を行い環
境負荷を削減しつつ優良な居住環境を整備
する手法について詳細検討を行い、それが木
材の需要を通じて林業、林産業の復興につな
がり、さらに森林の法正林化（適正な樹齢構
成）に寄与し、国土保全につながることを定
量分析する。社会資本としての建築、都市の
あり方について並行して日本建築学会で特
別調査委員会を設置し討論を行ったが、本研
究の一環として検討している不動産の所有、
賃貸、管理、売買と相続贈与の諸制度から根
本的に仕組みを変革することを提案してい
る。これらの変革を通じた建築・都市・生活
分野の温室効果ガス排出削減についての定
量的な分析を並行して行う。大震災後の電源
構成変化により電力の CO2 排出係数が大き
くなっているが、再生可能エネルギーの導入
と石炭火力の廃止により大幅な排出削減を
可能にする削減シナリオを作成する。（これ
については気候ネットワークが別の研究助
成を得て実施している研究と合同で検討す
る。あわせて持続可能社会の具体像と現行経
済社会からの移行について関連する諸要素
を列挙し、それぞれがどうであれば持続可能
であるのか、持続可能に近づくのか、につい
て考察する。これらの検討を総合して 2050

年までの日本社会のあり方を定性的、定量的
に具体像を明確に描き、持続可能社会の具体

化に向けて関連要素をくまなく取り込んだ
検討を行う。 

 
４．研究成果 
 2050 年までの将来人口について県別政令
市別に検討し、地方や中山間地の人口維持の
方策を検討した。巨大都市部を中心に外国人
の中長期滞在が増えるので、巨大都市部から
地方都市、中山間地への一時的移住により巨
大都市の滞留人口増大を地方で吸収し既存
都市基盤施設の有効利用化と維持を図る。 
 日本での食糧供給と生産について農林水
産業全体を再点検し、家畜飼料の大量輸入を
削減する方策を検討した。USA からの飼料用
とうもろこし輸入を配合飼料としてであれ
とうもろこし輸入であれ資源移入量を削減
することが重要であり、牛肉、ぶた、鶏肉の
消費と飼料構成を大変革する可能性を検討
した。河川敷や耕作放棄地を利用した鶏の飼
育、林業用地での牛の放牧等、味も良い健康
食品生産につながる工夫も各地で試行され
ており、それらの全国普及を期待している。 
大豆についても同様で USA産遺伝子組み換え
大豆の代替にブラジルでアマゾンの熱帯雨
林が開拓され大豆畑になる等、環境負荷の負
の連鎖が起きており、輸入国として対策が必
要であることを確認した。しかし生産価格で
は国産大豆は輸入大豆との格差を克服する
ことの見通しが立たない。野菜については作
付面積と季節別の農耕地利用について（地域
別でない）概算ではあるが定量検討を行った。
休耕田や耕作放棄地の活用についても検討
した。 
 社会資本としての建築物のあり方につい
ては１０年以上前にも検討し日本建築学会
で提言書をまとめたが、それ以前に 1995 年
に環境理想都市の構想から不動産関連諸制
度の抜本変革の必要性を提示して来た。本研
究では持続可能社会化への出発点として居
住環境の整備を具体的に考え、敷地のあり方
から環境優良住宅を整備する手法について
具体的な提案を用意した。その実現には法制
度の抜本改革が必要であり、やればできるは
ずのことであるが実現させる制度の壁は厚
く簡単ではない。しかし理念としてまとめ、
不動産、関連金融、住宅供給業者等に説明し
て理解を求める活動を行いたい（期間中には
数名に説明しただけで、ほとんどできなかっ
た）。また特殊な分野であり論文としても発
表していないが、基礎的な考えは明確になっ
ており、実務的な詳細を詰める作業はすぐに
できる。これと並行して環境優良住宅を客観
評価し認証する仕組みについても検討を行
って来たが、中古住宅の市場取引において住
宅の質、とくに環境性能が適正評価されるこ
とも持続可能社会化への要件であり、認証の
仕組みとそれを行う組織の立ち上げも行っ
ている。 
 環境優良住宅を国産木材とくに大量に供
給力がある杉材を活用して建設し、その木材



需要が林業、林産業の復興につながる供給の
仕組みを並行して実施して来た JST社会技術
開発 PJで実践的なモデル事業の研究を行い、
林業作業を含む木造住宅 LCA評価手法を開発
して来た。本研究ではその一連の事業を持続
可能社会化への一つの具体例として位置づ
け、人工林でも問題化している少子高齢化が
続くと将来の木材資源供給量に支障が出る
ので、法正林化（適度な樹齢構成で一定量の
伐採が可能な状態）を長期的に達成する林業
のあり方についても検討した。それが人工林
の保全につながり、保水力の強化を通じて国
土保全にも寄与する好循環を生む。その推進
についても JST研究終了後も継続検討してお
り、その情報発信組織として森街再生会議を
設立した。 
 これらの検討を総合化して温室効果ガス
(当面は CO2だけ)排出量削減シナリオ検討を
行った。2050 年までの削減を主に検討するが
2015 年 12 月のパリ合意に向けた政府の約束
草案では 2013年基準の 2030年値が提示され
るため、この研究でも中間時点値として 2030
年も定量予測することにした。このシナリオ
分析は、本研究の検討結果を取り込み、歌川
学、平田仁子と合同で研究したもので、気候
ネットワークから公開されている。さらにこ
のシナリオも含めて数人の関係研究者が研
究成果を持ち寄り、政府の目標草案の検討過
程において積極削減の可能性を提示するた
め、関係者に働きかけ、関係委員会の資料と
して使える報告書を作成し、記者発表も行っ
た。 
 この研究の過程で考察した持続可能社会
の具体像について、関連研究者の意見を聞く
機会を得て、三井物産環境基金の研究会（大
塚直代表）で発表し討論を行った。そこで得
られた認識は持続可能社会の概念が多様で、
気候変動対策との間稀付も様々な考え方が
あるということで、専門の研究者間でさえ概
念の共有と正確な学術用語として「持続可能
社会」を論ずることが困難であることを確認
した。その経験を踏まえ持続可能社会につい
て気候変動対策と関係付けて持論を展開す
る論文を執筆した。 
 科研費の研究期間は終了したが、今後の展
開としては、この間の考察について、さらに
まとめ、一般書として、真の持続可能社会論
をわかりやすくまとめたい。 
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